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5,057.27 億円
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4,620.63億円
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地域事業規模

海上訓練を行うフィリピン沿岸警備隊と
多目的船

2023年度の概況C H A P T E R 3

未来の共創パートナー
2023年は日本ASEAN友好協力50周
年という節目の年でした。日本と東南ア
ジアは相互に学び、地域的な課題に加え
気候変動などの世界的な課題に共に取
り組む重要な「共創」パートナーとして、連
携を強化していく姿勢を示しました。
　近年、東南アジアは目覚ましい経済発
展を遂げ、世界にその存在感を高めてい
ます。一方、開発課題は多様化・複雑化
し、地球規模の課題も顕在化しています。
JICAはこうした課題に共に対応し、次の
50年に向け、これまで培った信頼の下、
新たなパートナーシップを築いていきます。

東南アジア協力の重点領域
　この地域の平和、安定および繁栄に貢
献するため、ASEANの経済統合や空港、
港、道路など物理的な連結性に加え、海
上保安能力の強化を通じ、安全な海洋
航行の実現に取り組んでいます。
　また、経済・社会の発展と世界的な社

会課題である脱炭素化の実現を両立さ
せるため、産業界とも連携し持続可能な
社会の実現を目指しています。

地域の発展を支える取り組み
JICAはインドネシア、フィリピン、ベ

トナムなど、各国の都市鉄道（MRT）の
整備に協力しています。インドネシアの
MRT運営会社は円借款で鉄道建設を
進めるとともに、習得した日本の技術や
経験を生かし、ベトナムなどのMRT運
営会社に対し、運転・保守などに関する
研修を実施しています。
フィリピンでは、多目的船の供与や密
漁などの漁業監視を行う関係者を対象
とした研修などを通じ、海上保安能力
の強化に取り組んでいます。
気候変動対策への支援としては、カン
ボジア、ラオス、インドネシアで脱炭素
化に向けた長期計画の策定に対する協
力を開始。ラオスでは隣国の電力系統と
連系させる広域連系の実現に向け、国内

（注1）JICAの事業規模とは、2023年度に
おける技術協力（研修員＋専門家＋調
査団＋機材供与＋青年海外協力隊／
海外協力隊＋その他海外協力隊＋その
他経費）、有償資金協力（承諾額）、無
償資金協力（新規G/A締結額）の総額。

（注2）複数国・地域にまたがるもの、および
国際機関に対する協力実績を除く。

（注3）四捨五入の関係上、合計が一致しな
いことがあります。
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技術協力

無償資金協力

ルールの整備などに取り組みました。
　またJICAは、地域的な広がりのある
ASEAN共同体との連携も重視し、サイ
バーセキュリティ対策やフードバリュー
チェーン開発への協力なども開始。これ

らに加え、他の開発途上国への協力を
始めた東南アジア各国の援助機関に対
して、JICAが蓄積してきた知見を共有
し、将来にわたり地域を支える基盤づく
りに取り組んでいます。

大洋州

2023年度
事業規模合計

97.19 億円

地域事業規模

JICAが建設に協力したパプアニューギニアの
「ナザブ・トモダチ国際空港」が2023年10月
に開港

島嶼国特有の課題
日本と太平洋島嶼国は、太平洋を共
有しており、また長い歴史的なつながり
があります。大洋州地域の国々は、国土
が狭く分散し、海に囲まれ自然災害の影
響を受けやすく、主要な国際市場からも
離れているなど、島嶼国特有の課題を
抱えています。また近年は、気候変動の
影響を最も受けやすい地域として危機
感が高まっています。これらの課題につ
いて、共に解決策を探り日本との関係を
強化するための首脳レベルの協議の場と
して、1997年から3年ごとに「太平洋・島
サミット（PALM）」が開催されています。

PALMに基づく協力を推進
JICAは、2021年のPALM9で合意さ
れた、気候変動・防災、経済発展のため
の基盤強化など5つの重点分野に基づく
協力を進めてきました。

2023年度は、サモアの太平洋気候
変動センターに対し、気象情報の発信
や地域の行政官への研修などを通じ
て、気候変動への強靱性を高める協力
を開始しました。

2024年7月に開催されたPALM10で
新たに打ち出された方向性も踏まえ、日
本と太平洋島嶼国で育んできた絆の強化
に資する協力を行っていきます。

49.28億円

（注1）JICAの事業規模とは、2023年度に
おける技術協力（研修員＋専門家＋調
査団＋機材供与＋青年海外協力隊／
海外協力隊＋その他海外協力隊＋その
他経費）、有償資金協力（承諾額）、無
償資金協力（新規G/A締結額）の総額。

（注2）複数国・地域にまたがるもの、および
国際機関に対する協力実績を除く。

（注3）四捨五入の関係上、合計が一致しな
いことがあります。

47.92億円
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経済成長が続くベトナムでは、産業の発展とともに環
境保全を図る政策が強化されています。そのなかで、海
外からの主要な投資先の一つとなっているバリアブンタ
ウ省では、エコ工業団地の整備が進められています。
エコ工業団地とは、再生可能エネルギーの導入や資
源の有効利用を促進し、環境負荷の低減や脱炭素化を
図るものです。同省は、石油化学や鉄鋼産業が盛んな一
方、豊かな自然で知られ、観光も主要産業の一つです。
エコ工業団地を整備することで、複数の産業が連携して

資源や廃棄物を効率的に利用する「産業共生」を促進し、
環境管理や気候変動対策との両立を目指しています。

認証制度の構築に向けプロジェクトを開始
JICAは、ベトナムのモデルとなるエコ工業団地認定制
度の構築を目指し、2023年10月にプロジェクトを開始。
バリアブンタウ省工業団地管理委員会（BIZA）と共に、
汚染負荷の削減や循環型生産、脱炭素化に向けた環境
対策の実証事業に取り組んでいます。このなかでは、省
エネ診断・対策提案、省エネ導入事業形成、水の再利用、
廃棄物の資源化・循環化などを実施する計画です。また、
電力使用量などのデータを自動収集・管理するスマート
メータなどのIoT技術を活用し、エコ工業団地を評価・
認定するガイドラインの作成なども進めています。2024

年1月に開催した工業団地の運営会社と入居企業に向
けたセミナーでは、認定制度の意義を説明し、産業共生
の事例として北九州エコタウン事業を紹介しました。
　今後プロジェクトでは、BIZAや工業団地、入居企業
と連携し、ベトナムのエコ工業団地制度の目標である
「工業廃水の再生利用の割合25％」「資源効率化を実践
する企業の割合20％」「温室効果ガス（GHG）削減計画
の策定」などに取り組んでいく予定です。

エコ工業団地の実践モデルを構築

ベトナム バリアブンタウ省環境配慮型及び IT活用型モデル工業団地管理経営能力強化プロジェクト

Global Agenda  16    気候変動

2023年度の概況C H A P T E R 3

プロジェクトのモデル工業団地となっているフーミー3特別工業団地。多くの日系企
業も入居している

産業開発と気候変動対策・環境管理を両立

参加企業にも満足してもらいたい

工業団地管理委員会には、規制と投資促
進の両方の役割が求められており、入居
企業を巻き込みながら工業団地の「エコ
＆スマート化」を進めています。実証事業
へ参加した企業が効果やメリットを具体
的に感じられるよう、カウンターパートと
共に取り組んでいきます。  

2024年1月にモデル工業団地でセミナーを開催。BIZAや運営会社、入居企業など、
官民の関係者らが参加した

JICA専門家／日本工営株式会社
檜枝俊輔さん

事例
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　大洋州地域の国々は、国土が狭く、海に隔てられた
厳しい条件下にあり、適切な廃棄物管理を行うことが
難しい状況です。また、ライフスタイルの変化もあって
自然に分解されない多様なごみが発生するといった共
通の課題を抱えています。

JICAはこの地域の廃棄物管理への協力を四半世紀
にわたり続けています。2011年には太平洋地域環境計
画事務局（SPREP）と共に大洋州の国々を対象とした広
域プロジェクトを開始。廃棄物管理に携わる人材の育
成や組織・制度などの基盤整備、各国の経験や教訓の
共有、域内の協力体制の構築などに取り組みました。

資源を有効利用する「リターン」を推進
これまでに各国の廃棄物管理をけん引する行政官ら

100人以上を育成したほか、9カ国30以上の都市でご
み処理基本計画づくりを通じたごみの収集を行ってきま
した。トンガでは定期収集が定着し、島内に散在してい
たごみや不法投棄が減るなど、住民の環境への意識も変
化しました。海洋へのプラスチックごみの流出防止につ
ながる最終処分場の改善のほか、頻発する自然災害に伴
う災害ごみの管理にも日本の知見が生かされています。

　一方で、大洋州地域では域内での資源の循環利用が
大きな課題です。そのため、JICAは資源物をリサイク
ル可能な海外へリターン（還元）する取り組みを進めて
います。その一つ、容器デポジット制※を導入したマー
シャルでは、1年間で約1,600万本の容器が回収され、
アルミ缶などがリサイクルされました。また、サモアな
ど5カ国では官民が連携して「リサイクル協会」を設立
し、廃プラスチックなどの有効利用が始まっています。
　今後は、国ごとの取り組みと域内協力をさらに強化
し、大洋州の循環型社会の形成を目指していきます。

大洋州で循環型社会をつくる

大洋州広域 大洋州地域廃棄物管理改善支援プロジェクト（J-PRISM）

Global Agenda  18    環境管理 ― JICAクリーン・シティ・イニシアティブ―

相乗効果が生まれています

長年JICAと共に取り組んできた人たちが
各国の廃棄物行政の指導的な役割を担っ
ています。プロジェクトにはSPREP、市民、
企業、研究機関なども関わり多角的なアプ
ローチが実現したことで、人々が環境に配
慮した生活を意識するようになるなど、相
乗効果が生まれています。

グローバル・リサイクル・デーに実施した中学生への授業。ごみの分別が海を守る第一
歩になることを伝えた　［写真：SPREP］

JICA専門家
三村悟さん

   ※  飲料の購入時に少額の容器の預かり金を支払い、空の容器を返却することで返金を受けられる仕組み。

島嶼国特有の課題に取り組む

ソロモンでは官民協働の家庭ごみ分別収集システムが構築された

事例
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